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資料 ２ 

県民活動の状況について 

 
○コミュニティ活動、ボランティア活動、ＮＰＯ活動などの自主的・主体的な社会参
加活動（以下「県民活動」と総称する。）が県下各地で行われている。 
 
○県支援センター登録団体数の各年度末推移 

年 度 １１ １２ １３ １４ １５ 

団 体 数 ４２８ ４８７ 

（＋５９） 

５４５ 

（＋５８） 

６２３ 

（＋７８） 

７０４ 

（＋８１） 
 
○ＮＰＯ法人県認証数（解散・取消を除く。）の各年度末推移 

年 度 １１ １２ １３ １４ １５ 

認 証 数 １４ ３８ 

（＋２４） 

６６ 

（＋２８） 

９８ 

（＋３２） 

１４６ 

（＋４８） 
 
【県民参加】（Ｈ１４県政世論調査） 
 ・県民活動を行った人の割合は、①活動を行ったことのある人が４６％、②今後活
動を行いたいという人が５４％である。 
 ・県民活動を行う上での問題点は、①情報不足、②仲間不足、③人材不足、④資金

不足が挙げられる 
 

  多く県民が参加しやすい環境づくりが必要 

 
【県民活動団体】（Ｈ１４県政世論調査） 
 ・団体の規模は、３０人未満の小規模団体が半数近くを占める。 
 ・女性中心・主体型が６割、構成員は５０歳以上が半数以上。 
 ・予算規模が小さい団体が多い（年間総支出３０万円未満が半数以上）。 
 ・常勤スタッフがいない団体が８割以上。 
 ・直面する問題は、①新規会員確保が困難、②会員の高齢化、③活動に参加できる
会員が少ない、④運営スタッフが少ない などである。 
 ・行政との協力・協働の重要性については７割以上の団体が認め、その協力姿勢に
ついては「自立性を尊重しつつ部分的に協力すべきと考える団体が７割以上であ
る。 

 

  県民活動団体の自主的・主体性を尊重しながら、活動の向上・促進につなが

るような支援のあり方が必要 
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ない
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その他
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○ 県民活動団体と行政との協働 
 
(1) 県民活団体から見た行政との協働(平成１５年「行政との協働に関する調査」) 
ア 協働の有無 

・協働の方法として、 
  行政との共同企画・共催  ２１％ 
  補助・助成事業      １９％ 
  後援等          １９％ 
  事業委託         １８％ 
・協働しない主な理由は 
  事業予定なし       ２８％ 
  別の立場で事業推進    １６％ 
  行政へ提案するも実現せず １３％ 
 

イ 協働したい事業 
   研修・交流・普及啓発事業      ３４％ 
   イベント等の企画運営        ２４％ 
   調査研究事業の企画・実施      １３％ 
   先駆的、実験的な事業の企画・実施  １０％ 
 
ウ 協働に関する行政側の課題 
   職員の意識改革      ２７％ 
   協働が可能な団体の充実  ２４％ 
   コーディネーターの育成  １７％ 
   気運の醸成        １４％ 

 
(2) 県(各課(班))から見た県民活動団体との協働(平成１５年「協働に関するアンケート調査」) 
ア 所管業務に関する協働の必要性等 
   必要あり       ４１％ 

    うち協働を検討した   ３９％ 
      今後検討する予定  ３６％ 
   必要なし       ５０％ 
 
イ 協働の事業形態の可能性 
   情報交換・意見交換等  ２５％ 
   事業協力(ボランティア参加等)      ２１％ 
   事業委託        １１％ 
 
ウ 協働を進める上での課題 
   団体に関する情報不足      ５７％ 
   協働の手順・方法がわからない  ２４％       


